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火山災害対策編 第２章 災害予防計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-2-1 

 

 

 

 

3-2-2 

第1節 火山防災協議会活動計画 

第1～第3 ［略］ 

第4 警戒地域の指定に基づき地域防災計画に定

める事項 

1 ［略］ 

2 関係市町村 

○ 警戒地域の指定のあった市町村は、火山防災

協議会の意見を踏まえ、市町村地域防災計画に

おいて、警戒地域ごとに、火山現象の発生及び

推移に関する情報収集及び伝達に関する事項、

火山に関する予報・警報・情報の発表及び伝達

に関する事項、噴火警戒レベルの運用による入

山規制及び避難指示（緊急）等、避難のための

措置について市町村長が行う通報及び警告に

関する事項、避難場所及び避難経路に関する事

項、火山現象に係る避難訓練に関する事項、救

助に関する事項その他必要な警戒避難体制に

関する事項について定める。 

 ［略］ 

第1節 火山防災協議会活動計画 

第1～第3 ［略］ 

第4 警戒地域の指定に基づき地域防災計画に定

める事項 

1 ［略］ 

2 関係市町村 

○ 警戒地域の指定のあった市町村は、火山防災

協議会の意見を踏まえ、市町村地域防災計画に

おいて、警戒地域ごとに、火山現象の発生及び

推移に関する情報収集及び伝達に関する事項、

火山に関する予報・警報・情報の発表及び伝達

に関する事項、噴火警戒レベルの運用による入

山規制及び避難指示等、避難のための措置につ

いて市町村長が行う通報及び警告に関する事

項、避難場所及び避難経路に関する事項、火山

現象に係る避難訓練に関する事項、救助に関す

る事項その他必要な警戒避難体制に関する事

項について定める。 

 ［略］ 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 
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火山災害対策編 第２章 災害予防計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-2-3 

 

第2節 防災知識普及計画 

第1 ［略］ 

第2 防災知識の普及 

1・2 ［略］ 

3 住民等に対する防災教育 

○ 防災関係機関は、住民・登山者・観光客等滞

在者の防災に対する意識の高揚を図り、火山災

害時において、正しい知識と判断をもって行動

できるよう、観光事業者及び防災士その他防災

に関する知識を有する者と連携しながら、次の

方法等を利用して、防災知識の普及徹底を図

る。 

  なお、防災知識の普及を図る際は、高齢者等

要配慮者に十分配慮し、地域において要配慮者

を支援する体制の整備を図る。 

○ 防災意識の普及活動は、次の事項に重点を置

いて実施する。 

ア 火山に関する知識及び火山災害の特性 

イ 噴火警報、噴火警戒レベル、避難指示（緊急）

等火山災害対策に係る用語の意味 

ウ～シ ［略］ 

○ 火山災害の特性、平常時における心得、災害

時における心得、避難方法については、次の事

項を基本として普及を図る。 

ア・イ ［略］ 

ウ 災害時における心得 

① 市町村長から避難勧告又は避難指示（緊

急）が発せられた場合には、速やかに避難す

る。 

 ［略］ 

第2節 防災知識普及計画 

第1 ［略］ 

第2 防災知識の普及 

1・2 ［略］ 

3 住民等に対する防災教育 

○ 防災関係機関は、住民・登山者・観光客等滞

在者の防災に対する意識の高揚を図り、火山災

害時において、正しい知識と判断をもって行動

できるよう、観光事業者及び防災士その他防災

に関する知識を有する者と連携しながら、次の

方法等を利用して、防災知識の普及徹底を図

る。 

  なお、防災知識の普及を図る際は、高齢者等

要配慮者に十分配慮し、地域において要配慮者

を支援する体制の整備を図る。 

○ 防災意識の普及活動は、次の事項に重点を置

いて実施する。 

ア 火山に関する知識及び火山災害の特性 

イ 噴火警報、噴火警戒レベル、避難指示等火山

災害対策に係る用語の意味 

ウ～シ ［略］ 

○ 火山災害の特性、平常時における心得、災害

時における心得、避難方法については、次の事

項を基本として普及を図る。 

ア・イ ［略］ 

ウ 災害時における心得 

① 市町村長から避難指示が発せられた場合

には、速やかに避難する。 

 

 ［略］ 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 
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火山災害対策編 第２章 災害予防計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-2-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-8 

第4節 防災訓練計画 

第1 ［略］ 

第2 実施要領 

1 実施方法 

○ ［略］ 

○ ［略］ 

○ 訓練は、図上訓練又は実動訓練により実施

し、地域において発生する可能性の高い複合災

害も想定するなど、具体的な災害想定に基づく

より実戦的な内容とするよう努める。 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

ウ ［略］ 

○ 実施する主な個別訓練項目は、次のとおりで

ある。 

ア～オ ［略］ 

カ 避難勧告訓練 

キ～シ ［略］ 

2 ［略］ 

3 各訓練項目において留意すべき事項 

 県及び市町村は、災害に関する訓練の実施に当

たっては、次の事項に留意して実施する。 

ア・イ ［略］ 

ウ 避難勧告訓練 

  災害により各現象が発生のおそれがあると

認められる場合や発生した場合を想定し、地域

住民等に対する避難勧告等の訓練を実施する

こと。 

 ［略］ 

第4節 防災訓練計画 

第1 ［略］ 

第2 実施要領 

1 実施方法 

○ ［略］ 

○ ［略］ 

○ 訓練は、図上訓練又は実動訓練により実施

し、地域において発生する可能性の高い複合災

害も想定するなど、具体的な災害想定に基づく

より実戦的な内容とするよう努める。 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

ウ ［略］ 

○ 実施する主な個別訓練項目は、次のとおりで

ある。 

ア～オ ［略］ 

カ 避難指示訓練 

キ～シ ［略］ 

2 ［略］ 

3 各訓練項目において留意すべき事項 

 県及び市町村は、災害に関する訓練の実施に当

たっては、次の事項に留意して実施する。 

ア・イ ［略］ 

ウ 避難指示訓練 

  災害により各現象が発生のおそれがあると

認められる場合や発生した場合を想定し、地域

住民等に対する高齢者等避難及び避難指示（以

下本編中「避難指示等」という。）の訓練を実

施すること。 

 ［略］ 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 
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火山災害対策編 第２章 災害予防計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-2-9 

 

3-2-11 

 

3-2-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-15 

 

 

 

 

 

 

第 5節 気象業務整備計画 

第 1・第 2 ［略］ 

第 3 情報収集、伝達体制の整備 

 ［略］ 

②噴火警戒レベルが運用されている火山の噴

火警報・噴火予報 

名 称 
対象範

囲 

噴火警戒

レベル 

（キーワ

ード） 

発表基準 

噴火警

報（居

住地

域）又

は噴火

警報 

居住地

域及び

それよ

り火口

側 

［略］ ［略］ 

レベル４ 

（避難準

備） 

［略］ 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

 ［略］ 

④岩手山の噴火警戒レベル（概要版）平成 30 年

３月 岩手山火山防災協議会 

名
称 

対
象
範
囲 

レ
ベ
ル 

（
キ
ー
ワ
ー
ド
） 

火山活

動の状

況 

住民等の

行動及び

登山者・

入山者等

への対応 

想定さ

れる現

象等 

噴
火
警
報
（
居
住
地
域
）
又
は
噴
火
警
報 

居
住
地
域
及
び
そ
れ
よ
り
火
口
側 

［
略
］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

４
（
避
難
準
備
） 

居 住 地

域 に 重

大 な 被

害 を 及

ぼ す 噴

火 が 発

生 す る

と 予 想

さ れ る

（ 可 能

性 が 高

ま っ て

いる）。 

警戒が必

要な居住

地域での

避難準備

等が必要。 

要配慮者

及び「特別

に被害が

予想され

る区域（施

設）」の避

難等が必

要。 

 

［略］ 

［略］ 

 ［略］ 

⑤秋田駒ヶ岳の噴火警戒レベル（概要版） 平

成 21 年 3月 秋田駒ヶ岳噴火警戒レベル検討委

員会 

第 5節 気象業務整備計画 

第 1・第 2 ［略］ 

第 3 情報収集、伝達体制の整備 

 ［略］ 

②噴火警戒レベルが運用されている火山の噴

火警報・噴火予報 

名 称 
対象範

囲 

噴火警戒

レベル 

（キーワ

ード） 

発表基準 

噴火警

報（居

住地

域）又

は噴火

警報 

居住地

域及び

それよ

り火口

側 

［略］ ［略］ 

レベル４ 

（高齢者

等避難） 

［略］ 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

 ［略］ 

④岩手山の噴火警戒レベル（概要版）平成 30 年

３月 岩手山火山防災協議会 

名
称 

対
象
範
囲 

レ
ベ
ル 

（
キ
ー
ワ
ー
ド
） 

火山活

動の状

況 

住民等の

行動及び

登山者・

入山者等

への対応 

想定さ

れる現

象等 

噴
火
警
報
（
居
住
地
域
）
又
は
噴
火
警
報 

居
住
地
域
及
び
そ
れ
よ
り
火
口
側 

［
略
］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

４
（
高
齢
者
等
避
難
） 

居 住 地

域 に 重

大 な 被

害 を 及

ぼ す 噴

火 が 発

生 す る

と 予 想

さ れ る

（ 可 能

性 が 高

ま っ て

いる）。 

警戒が必

要な居住

地域での

高齢者等

の要配慮

者及び「特

別に被害

が予想さ

れる区域

（施設）」

の避難、住

民の避難

の準備等

が必要。 

［略］ 

［略］ 

 ［略］ 

⑤秋田駒ヶ岳の噴火警戒レベル（概要版） 平

成 21年 3月 秋田駒ヶ岳噴火警戒レベル検討委

員会 



5 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-16 

 

 

 

 

 

 
 

3-2-17 

名
称 

対
象
範
囲 

レ
ベ
ル 

（
キ
ー
ワ
ー
ド
） 

火山活

動の状

況 

住民等の

行動及び

登山者・

入山者等

への対応 

想定さ

れる現

象等 

噴
火
警
報
（
居
住
地
域
）
又
は
噴
火
警
報 

居
住
地
域
及
び
そ
れ
よ
り
火
口
側 

［
略
］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

４
（
避
難
準
備
） 

居住地域

に重大な

被害を及

ぼす噴火

が発生す

ると予想

される（可

能性が高

まってい

る）。 

 

 

警戒が必要

な居住地域

での避難準

備、災害時

要援護者の

避難等が必

要※。 

全山入山規

制。 

［略］ 

［略］ 

 ［略］ 

⑥栗駒山の噴火警戒レベル（概要版）平成 31 年

３月 栗駒山火山防災協議会 

名
称 

対
象
範
囲 

レ
ベ
ル 

（
キ
ー
ワ
ー
ド
） 

火山活動

の状況 

住民等の行

動及び登山

者・入山者

等への対応 

想定され

る現象等 

噴
火
警
報
（
居
住
地
域
）
又
は
噴
火
警
報 

居
住
地
域
及
び
そ
れ
よ
り
火
口
側 

［
略
］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

４
（
避
難
準
備
） 

居住地域

に重大な

被害を及

ぼす噴火

が発生す

ると予想

される（可

能性が高

まってい

る）。 

警戒が必要

な居住地域

での避難準

備等が必

要。 

要配慮者の

避難等が必

要。 

［略］ 

［略］ 

 

名
称 

対
象
範
囲 

レ
ベ
ル 

（
キ
ー
ワ
ー
ド
） 

火山活

動の状

況 

住民等の

行動及び

登山者・

入山者等

への対応 

想定さ

れる現

象等 

噴
火
警
報
（
居
住
地
域
）
又
は
噴
火
警
報 

居
住
地
域
及
び
そ
れ
よ
り
火
口
側 

［
略
］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

４
（
高
齢
者
等
避
難
） 

居住地域

に重大な

被害を及

ぼす噴火

が発生す

ると予想

される（可

能性が高

まってい

る）。 

 

 

警戒が必要

な居住地域

での高齢者

等の要配慮

者の避難、

住民の避難

の準備等が

必要※。 

全山入山規

制。 

［略］ 

［略］ 

 ［略］ 

⑥栗駒山の噴火警戒レベル（概要版）平成 31 年

３月 栗駒山火山防災協議会 

名
称 

対
象
範
囲 

レ
ベ
ル 

（
キ
ー
ワ
ー
ド
） 

火山活動

の状況 

住民等の行

動及び登山

者・入山者

等への対応 

想定される

現象等 

噴
火
警
報
（
居
住
地
域 

 

）
又
は
噴
火
警
報 

居
住
地
域
及
び
そ
れ
よ
り
火
口
側 

［
略
］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

４
（
高
齢
者
等
避
難
） 

居住地域

に重大な

被害を及

ぼす噴火

が発生す

ると予想

される（可

能性が高

まってい

る）。 

警戒が必要

な居住地域

での高齢者

等の要配慮

者の避難、

住民の避難

の準備等が

が必要。 

［略］ 

［略］ 
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火山災害対策編 第２章 災害予防計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-2-21 

 

 

 

 

 

 

3-2-23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-24 

第6節 避難対策計画 

第1 ［略］ 

第2 避難計画の作成 

1・2 ［略］ 

3 広域一時滞在 

 ［略］ 

第3～第5 ［略］ 

第 6 避難に関する広報 

○ 県及び市町村は、住民が的確な避難行動をと

ることができるよう、平常時から、避難場所、

火山災害を想定した火山防災マップ、広報誌、

インターネット、パンフレット等の活用、講習

会、避難防災訓練の実施など、あらゆる機会を

利用して、避難に関する広報活動を行い、住民

に対する周知徹底を図る。 

○ 県及び市町村は、登山者等の情報を把握する

ため、登山者等に対して、登山者カード（登山

計画書）の記入、いわてモバイルメールへの登

録等を行うよう、観光施設等と連携し、広報活

動を行う。 

避難場所等

に関する事

項 

ア 避難場所等の名称、所在地 

イ 避難場所等への経路 

避難行動に

関する事項 

ア 平常時における避難の心得 

イ 避難勧告等の伝達方法 

ウ 避難の方法 

エ 避難後の心得 

災害に関す

る事項 

ア 災害に関する基礎知識 

イ 過去の災害の状況 

第7 ［略］ 

第8 火山災害に対する住民等の予防措置 

〇 ［略］ 

〇 ［略］ 

〇 ［略］ 

〇 正しい情報を、テレビ、ラジオ、防災行政無

線、広報車、ホームページ及びいわてモバイル

メール等を通じて入手する。 

〇 市町村の避難の勧告又は指示に従って行動

する。 

第6節 避難対策計画 

第1 ［略］ 

第2 避難計画の作成 

1・2 ［略］ 

3 広域避難及び広域一時滞在 

 ［略］ 

第3～第5 ［略］ 

第 6 避難に関する広報 

○ 県及び市町村は、住民が的確な避難行動をと

ることができるよう、平常時から、避難場所、

火山災害を想定した火山防災マップ、広報誌、

インターネット、パンフレット等の活用、講習

会、避難防災訓練の実施など、あらゆる機会を

利用して、避難に関する広報活動を行い、住民

に対する周知徹底を図る。 

○ 県及び市町村は、登山者等の情報を把握する

ため、登山者等に対して、登山者カード（登山

計画書）の記入、いわてモバイルメールへの登

録等を行うよう、観光施設等と連携し、広報活

動を行う。 

避難場所等

に関する事

項 

ア 避難場所等の名称、所在地 

イ 避難場所等への経路 

避難行動に

関する事項 

ア 平常時における避難の心得 

イ 避難指示等の伝達方法 

ウ 避難の方法 

エ 避難後の心得 

災害に関す

る事項 

ア 災害に関する基礎知識 

イ 過去の災害の状況 

第7 ［略］ 

第8 火山災害に対する住民等の予防措置 

〇 ［略］ 

〇 ［略］ 

〇 ［略］ 

〇 正しい情報を、テレビ、ラジオ、防災行政無

線、広報車、ホームページ及びいわてモバイル

メール等を通じて入手する。 

〇 市町村の避難の指示に従って行動する。 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 
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火山災害対策編 第２章 災害予防計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-2-27 第7節 要配慮者の安全確保計画 

第1 基本方針 

1 県は、市町村その他の防災関係機関、要配慮

者関係団体、介護保険事業者、社会福祉施設等

及び地域住民等と協働して、要配慮者の安全確

保を図るため、災害時の情報収集・伝達及び避

難誘導等の体制づくりを支援する。 

  特に、市町村に対しては、「避難行動要支援

者の避難行動支援に関する取組指針」を参考に

した避難行動要支援者の情報の収集及び防災

関係機関への提供のための体制づくりの支援

を行うとともに、その進捗状況等を確認する。 

2 市町村は、避難勧告等の判断・伝達マニュア

ル及び避難行動要支援者避難支援計画等を策

定するとともに、実際に避難訓練等を行うな

ど、県その他の防災関係機関、介護保険事業者、

社会福祉施設等及び地域住民等の協力を得な

がら地域社会全体で要配慮者の安全確保を図

る体制づくりを進める。 

 ［略］ 

 

第7節 要配慮者の安全確保計画 

第1 基本方針 

1 県は、市町村その他の防災関係機関、要配慮

者関係団体、介護保険事業者、社会福祉施設等

及び地域住民等と協働して、要配慮者の安全確

保を図るため、災害時の情報収集・伝達及び避

難誘導等の体制づくりを支援する。 

  特に、市町村に対しては、「避難行動要支援

者の避難行動支援に関する取組指針」を参考に

した避難行動要支援者の情報の収集及び防災

関係機関への提供のための体制づくりの支援

を行うとともに、その進捗状況等を確認する。 

2 市町村は、避難指示等の判断・伝達マニュア

ル及び避難行動要支援者避難支援計画等を策

定するとともに、実際に避難訓練等を行うな

ど、県その他の防災関係機関、介護保険事業者、

社会福祉施設等及び地域住民等の協力を得な

がら地域社会全体で要配慮者の安全確保を図

る体制づくりを進める。 

 ［略］ 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 
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火山災害対策編 第３章 災害応急対策計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-3-1 第 1 節 活動体制計画 

第 1 ［略］ 

第 2 県の活動体制 

1 ［略］ 

2 災害対策本部 

(1)・(2) ［略］ 

(3) 分掌事務 

〇 ［略］ 

〇 ［略］ 

区  分 活 動 項 目 

災 

害 

発 

生 

前 

1 事前の情報収

集、連絡調整 

 ［略］ 

2 災害対策用資

機材の点検整備 

 ［略］ 

3 公安警備対策 避難勧告、避難指示

（緊急）及び避難誘

導の準備 

4 活動体制の整

備 

［略］ 

5 活動体制の徹

底 

［略］ 

災 

害 

発 

生 

後 

［略］ ［略］ 

1 情報連絡活動 ［略］ 

2 本部員会議の

開催 

［略］ 

3 災害広報 ［略］ 

4 公安警備対策 （1）避難勧告、避難

指示（緊急）及

び避難誘導 

（2）被災者の救出救

護 

（3）交通規制の実施 

5 避難対策 （1）避難勧告、避難

指示（緊急）の

放送要請 

（2）避難状況の把握 

（3）避難所の設置、

運営 

［略］ ［略］ 

 ［略］ 

第 1節 活動体制計画 

第 1 ［略］ 

第 2 県の活動体制 

1 ［略］ 

2 災害対策本部 

(1)・(2) ［略］ 

(3) 分掌事務 

〇 ［略］ 

〇 ［略］ 

区  分 活 動 項 目 

災 

害

発 

生 

前 

1 事前の情報収

集、連絡調整 

 ［略］ 

2 災害対策用資

機材の点検整備 

 ［略］ 

3 公安警備対策 避難指示等及び避難

誘導の準備 

 

4 活動体制の整

備 

［略］ 

5 活動体制の徹

底 

［略］ 

災 

害 

発 

生 

後 

［略］ ［略］ 

1 情報連絡活動 ［略］ 

2 本部員会議の

開催 

［略］ 

3 災害広報 ［略］ 

4 公安警備対策 （1）避難指示等及び

避難誘導 

 

（2）被災者の救出救

護 

（3）交通規制の実施 

5 避難対策 （1）避難指示等の放

送要請 

 

（2）避難状況の把握 

（3）避難所の設置、

運営 

［略］ ［略］ 

 ［略］ 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 
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火山災害対策編 第３章 災害応急対策計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-3-13 

 

 

3-3-14 

 

 

 

3-3-15 

 

 

第 2節 火山に関する予報・警報・情報及び気

象予報・警報等の伝達計画 

第 1・第 2 ［略］ 

第 3 実施要領 

1 火山に関する予報・警報・情報及び気象予

報・警報等の種類及び伝達 

 ［略］ 

ア 噴火警戒レベルが運用されている火山の噴

火警報・噴火予報 

名 称 
対象範

囲 

噴火警戒

レベル 

（キーワ

ード） 

発表基準 

噴火警

報（居

住地

域）又

は噴火

警報 

居住地

域及び

それよ

り火口

側 

［略］ ［略］ 

レベル４ 

（避難準

備） 

居住地域に重

大な被害を及

ぼす噴火が発

生する可能性

が高まってき

ていると予想

される場合 

 ［略］ 

第 2節 火山に関する予報・警報・情報及び気

象予報・警報等の伝達計画 

第 1・第 2 ［略］ 

第 3 実施要領 

1 火山に関する予報・警報・情報及び気象予

報・警報等の種類及び伝達 

 ［略］ 

ア 噴火警戒レベルが運用されている火山の噴

火警報・噴火予報 

名 称 
対象範

囲 

噴火警戒

レベル 

（キーワ

ード） 

発表基準 

噴火警

報（居

住地

域）又

は噴火

警報 

居住地

域及び

それよ

り火口

側 

［略］ ［略］ 

レベル４ 

（高齢者

等避難） 

居住地域に重

大な被害を及

ぼす噴火が発

生する可能性

が高まってき

ていると予想

される場合 

 ［略］ 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 
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火山災害対策編 第３章 災害応急対策計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-3-26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-3-27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-3-28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7節 広報広聴計画 

第1 ［略］ 

第2 実施機関（責任者） 

実 施 機 関 広報広聴活動の内容 

市町村本部長 1・2 ［略］ 

3  市町村長等が実施した

避難準備・高齢者等避難開

始、避難勧告、避難指示（緊

急） 

 ［略］ 

県本部長 1・2  ［略］ 

3  市町村長等が実施した

避難準備・高齢者等避難開

始、避難勧告、避難指示（緊

急） 

 ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

日本放送協会盛

岡放送局 

1 火山に関する予報・警

報・情報及び気象予報・警報

等の伝達 

2 緊急警報放送 

3 避難勧告等の情報 

 ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

(株)ＩＢＣ岩手

放送 

1 火山に関する予報・警

報・情報及び気象予報・警報

等の伝達 

2 避難勧告等の情報 

3 災害発生状況及び被害状

況 

4 各災害応急対策の実施状

況 

(株)テレビ岩手 

(株)岩手めんこ

いテレビ 

(株)岩手朝日テ

レビ 

(株)エフエム岩

手 

(株)ラヂオもり

おか 

(株)岩手日報社 1 避難勧告等の情報 

(株)朝日新聞社

盛岡総局 

2 災害発生状況及び被害状

況 

(株)毎日新聞社

盛岡支局 

3 各災害応急対策の実施状

況 

(株)読売新聞社

盛岡支局 

 

第7節 広報広聴計画 

第1 ［略］ 

第2 実施機関（責任者） 

実 施 機 関 広報広聴活動の内容 

市町村本部長 1・2 ［略］ 

3  市町村長等が実施した

避難指示等 

 

 

 ［略］ 

県本部長 1・2  ［略］ 

3  市町村長等が実施した

避難指示等 

 

 

 ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

日本放送協会盛

岡放送局 

1 火山に関する予報・警

報・情報及び気象予報・警

報等の伝達 

2 緊急警報放送 

3 避難指示等の情報 

 ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

(株)ＩＢＣ岩手

放送 

1 火山に関する予報・警

報・情報及び気象予報・警

報等の伝達 

2 避難指示等の情報 

3 災害発生状況及び被害

状況 

4 各災害応急対策の実施

状況 

(株)テレビ岩手 

(株)岩手めんこ

いテレビ 

(株)岩手朝日テ

レビ 

(株)エフエム岩

手 

(株)ラヂオもり

おか 

(株)岩手日報社 1 避難指示等の情報 

(株)朝日新聞社

盛岡総局 

2 災害発生状況及び被害

状況 

(株)毎日新聞社

盛岡支局 

3 各災害応急対策の実施

状況 

(株)読売新聞社

盛岡支局 
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3-3-29 

 

(株)河北新報社

盛岡総局 

(株)産業経済新

聞社盛岡支局 

(株)日本経済新

聞社盛岡支局 

(株)岩手日日新

聞社 

(株)デーリー東

北新聞社盛岡支

局 

(株)日本農業新

聞東北支所 

(株)日刊工業新

聞社東北・北海

道総局 

(一社)共同通信

社盛岡支局 

(株)時事通信社

盛岡支局 

(有)盛岡タイム

ス社 

 ［略］  ［略］ 

〔県本部の担当〕 

部  課 地 方

支 部

班 

担当業務 

総 務

部 

 総 務

室 

［略］ ［略］ 

復 興

防 災

部 

 防 災

課 

－ 1・2 ［略］ 

3 避難勧告等

が出された

場合の報道

機関に対す

る報道要請 

 ［略］ 

［略］  ［略］ ［略］ ［略］ 
 

(株)河北新報社

盛岡総局 

(株)産業経済新

聞社盛岡支局 

(株)日本経済新

聞社盛岡支局 

(株)岩手日日新

聞社 

(株)デーリー東

北新聞社盛岡支

局 

(株)日本農業新

聞東北支所 

(株)日刊工業新

聞社東北・北海

道総局 

(一社)共同通信

社盛岡支局 

(株)時事通信社

盛岡支局 

(有)盛岡タイム

ス社 

 ［略］  ［略］ 

〔県本部の担当〕 

部  課 地 方

支 部

班 

担当業務 

総 務

部 

 総 務

室 

［略］ ［略］ 

復 興

防 災

部 

 防 災

課 

－ 1・2 ［略］ 

3 避難指示等

が出された場

合の報道機関

に対する報道

要請 

 ［略］ 

［略］  ［略］ ［略］ ［略］ 
 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 
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火山災害対策編 第３章 災害応急対策計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-3-46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第18節 避難・救出計画 

第 1 基本方針 

1 災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合において、住民、登山者等の生命、身体の安

全を確保するため、迅速かつ的確に注意喚起、

避難勧告及び避難指示（緊急）の指示（以下本

節中「避難勧告等」という。）を行うとともに、

避難支援従事者の安全を確保しながら、避難誘

導を行う。 

 ［略］ 

第 2 実施機関（責任者） 

1 避難勧告等 

実施機関 担当業務 

市町村本部

長 

  地域住民、滞在者その他の

者に対する避難のための立

退き勧告、指示 

 

 〔水防法第 29 条、災害対策

基本法第 60 条〕 

［略］ ［略］ 

 ［略］ 

第 3 実施要領 

1 避難勧告等 

（1） 避難勧告等の内容 

○ 実施責任者は、次の内容を明示して、避難勧

告等を行う。 

ア 発令者 

イ 避難勧告等の日時 

ウ 避難勧告等の理由 

エ 避難対象地域 

オ 避難対象者及びとるべき行動 

カ 避難先 

キ 避難経路 

ク その他必要な事項 

○ 県本部長は、平常時からの火山防災協議会で

の共同検討の結果を踏まえ、学識者等専門家と

の密接な連携のもとに、土石流等の発生又はそ

のおそれがある場合等を含め、市町村長に対し

避難勧告等の助言を行う。 

○ 市町村は、火山防災協議会において協議され

た火山ハザードマップ及び避難計画等を参考

にしつつ、火山現象の高まりに応じて適切に避

難対象地域を拡大しながら、段階的な避難勧告

第18節 避難・救出計画 

第 1 基本方針 

1 災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合において、住民、登山者等の生命、身体の安

全を確保するため、迅速かつ的確に注意喚起、

高齢者等避難及び避難指示（以下本節中「避難

指示等」という。）を行うとともに、避難支援

従事者の安全を確保しながら、避難誘導を行

う。 

 ［略］ 

第 2 実施機関（責任者） 

1 避難指示等 

実施機関 担当業務 

市町村本部

長 

  必要と認める地域の必要

と認める住民、滞在者その他

の者に対する避難のための

立退き指示 

 〔水防法第 29 条、災害対策

基本法第 60 条〕 

［略］ ［略］ 

 ［略］ 

第 3 実施要領 

1 避難指示等 

（1） 避難指示等の内容 

○ 実施責任者は、次の内容を明示して、避難指

示等を行う。 

ア 発令者 

イ 避難指示等の日時 

ウ 避難指示等の理由 

エ 避難対象地域 

オ 避難対象者及びとるべき行動 

カ 避難先 

キ 避難経路 

ク その他必要な事項 

○ 県本部長は、平常時からの火山防災協議会で

の共同検討の結果を踏まえ、学識者等専門家と

の密接な連携のもとに、土石流等の発生又はそ

のおそれがある場合等を含め、市町村長に対し

避難指示等の助言を行う。 

○ 市町村は、火山防災協議会において協議され

た火山ハザードマップ及び避難計画等を参考

にしつつ、火山現象の高まりに応じて適切に避

難対象地域を拡大しながら、段階的な避難指示
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3-3-48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等を行うよう努める。 

（2） 避難勧告等の周知 

ア 地域住民等への周知 

○ 実施責任者は、避難勧告等の内容を、直接の

広報（防災行政無線、広報自動車等）、広報媒

体（ラジオ、テレビ）、ホームページ及び緊急

速報メールによって、直ちに、地域住民等への

周知徹底を図る。 

○ 県本部長は、市町村長から避難勧告等の報告

を受けた場合は、報道機関を通じ地域住民等へ

の周知を図る。また、観光施設等の不特定多数

の者が集まる場所にあっても、あらかじめ、伝

達体制を整備し、直ちに、来訪者に周知徹底を

図る。 

〔報道機関への放送協力要請（通知） 資料編 3

－5－1〕 

○ 避難勧告等の周知に当たっては、必要に応

じ、避難行動要支援者の住居を個別に巡回する

など、避難行動要支援者に配慮した方法を併せ

て実施する。 

○ 観光客、外国人等の地域外からの来訪者に対

する避難勧告等の周知に当たっては、あらかじ

め、火山防災マップ、案内板、避難標識等によ

り表示し、避難対策の徹底に努める。 

○ 緊急を要する場合のほかは、あらかじめ警告

を発し、住民等に避難のための準備をさせる。 

○ 避難勧告等に使用する信号の種類及び内容

は、次のとおりとする。 

種類及び内容 備考 

鐘音 サイレン  

［略］ ［略］ ［略］ 

○ 指定避難所までの安全な避難経路が確保で

きない地区については、住民等に地区内の高台

への避難又は自宅待機（垂直避難）を呼びかけ

る。 

イ 登山者等への周知 

○ 県及び市町村は相互に連携を図りながら、登

山者等に対し、緊急速報メール、いわてモバイ

ルメール、消防防災ヘリコプター等によって、

避難勧告等の内容の周知徹底を図る。 

○ 上記のほか、突発的に噴火が発生又は発生す

るおそれがある場合においても、県及び市町村

は相互に連携を図りながら、避難勧告等の内容

の周知に準じ、緊急下山等の広報を実施する。 

ウ 関係機関相互の連絡 

等を行うよう努める。 

（2） 避難指示等の周知 

ア 地域住民等への周知 

○ 実施責任者は、避難指示等の内容を、直接の

広報（防災行政無線、広報自動車等）、広報媒

体（ラジオ、テレビ）、ホームページ及び緊急

速報メールによって、直ちに、地域住民等への

周知徹底を図る。 

○ 県本部長は、市町村長から避難指示等の報告

を受けた場合は、報道機関を通じ地域住民等へ

の周知を図る。また、観光施設等の不特定多数

の者が集まる場所にあっても、あらかじめ、伝

達体制を整備し、直ちに、来訪者に周知徹底を

図る。 

 〔報道機関への放送協力要請（通知） 資料編

3－5－1〕 

○ 避難指示等の周知に当たっては、必要に応

じ、避難行動要支援者の住居を個別に巡回する

など、避難行動要支援者に配慮した方法を併せ

て実施する。 

○ 観光客、外国人等の地域外からの来訪者に対

する避難指示等の周知に当たっては、あらかじ

め、火山防災マップ、案内板、避難標識等によ

り表示し、避難対策の徹底に努める。 

○ 緊急を要する場合のほかは、あらかじめ警告

を発し、住民等に避難のための準備をさせる。 

○ 避難指示等に使用する信号の種類及び内容

は、次のとおりとする。 

種類及び内容 備考 

鐘音 サイレン  

［略］ ［略］ ［略］ 

○ 指定避難所までの安全な避難経路が確保で

きない地区については、住民等に地区内の高台

への避難又は自宅待機（垂直避難）を呼びかけ

る。 

イ 登山者等への周知 

○ 県及び市町村は相互に連携を図りながら、登

山者等に対し、緊急速報メール、いわてモバイ

ルメール、消防防災ヘリコプター等によって、

避難指示等の内容の周知徹底を図る。 

○ 上記のほか、突発的に噴火が発生又は発生す

るおそれがある場合においても、県及び市町村

は相互に連携を図りながら、避難指示等の内容

の周知に準じ、緊急下山等の広報を実施する。 

ウ 関係機関相互の連絡 
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3-3-51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-3-53 

○ 実施責任者は、避難勧告等を行った場合は、

法令に基づく報告又は通知を行うほか、その旨

を相互に連絡する。 

〔報告又は通知事項〕 

① 避難勧告等を行った者 

② 避難勧告等の理由 

③ 避難勧告等の発令時刻 

④ 避難対象地域 

⑤ 避難先 

⑥ 避難者数 

 ［略］ 

2～4 ［略］ 

5 指定避難所の設置、運営 

（1） 指定避難所の設置 

○ ［略］ 

○ ［略］ 

○ ［略］ 

○ ［略］ 

○ 市町村本部長は、指定避難所を開設した場

合、次の事項を住民等に周知するとともに、県

に報告する。 

ア 開設日時及び場所 

イ 開設箇所数及び各指定避難所の避難者数 

ウ 開設期間の見込み 

○ 指定避難所での受入れの対象となる者は、次

に掲げる者とする。 

区分 対象者 

災害により、現に

被害を受けた者 

ア 住家が被害を受け、

居住の場所を失った者 

イ 旅館の宿泊人、一般

家庭の来訪者など、現

実に災害を受けた者 

災害により、現に

被害を受けるお

それのある者 

ア 避難勧告等をした場

合の避難者 

イ 避難勧告等はしない

が、緊急に避難するこ

とが必要である者 

○ 市町村本部長は、指定避難所の電気、水道等

のライフラインの回復に時間を要すると見込

まれる場合や、道路の途絶による孤立が続くと

見込まれる場合は、あらかじめ指定避難所に指

定されていたとしても、原則として開設しない

ものとする。 

 ［略］ 

6・7 ［略］ 

○ 実施責任者は、避難指示等を行った場合は、

法令に基づく報告又は通知を行うほか、その旨

を相互に連絡する。 

〔報告又は通知事項〕 

① 避難指示等を行った者 

② 避難指示等の理由 

③ 避難指示等の発令時刻 

④ 避難対象地域 

⑤ 避難先 

⑥ 避難者数 

 ［略］ 

2～4 ［略］ 

5 指定避難所の設置、運営 

（1） 指定避難所の設置 

○ ［略］ 

○ ［略］ 

○ ［略］ 

○ ［略］ 

○ 市町村本部長は、指定避難所を開設した場

合、次の事項を住民等に周知するとともに、県

に報告する。 

ア 開設日時及び場所 

イ 開設箇所数及び各指定避難所の避難者数 

ウ 開設期間の見込み 

○ 指定避難所での受入れの対象となる者は、次

に掲げる者とする。 

区分 対象者 

災害により、現に

被害を受けた者 

ア 住家が被害を受け、

居住の場所を失った者 

イ 旅館の宿泊人、一般

家庭の来訪者など、現

実に災害を受けた者 

災害により、現に

被害を受けるお

それのある者 

ア 避難指示等をした場

合の避難者 

イ 避難指示等はしない

が、緊急に避難するこ

とが必要である者 

○ 市町村本部長は、指定避難所の電気、水道等

のライフラインの回復に時間を要すると見込

まれる場合や、道路の途絶による孤立が続くと

見込まれる場合は、あらかじめ指定避難所に指

定されていたとしても、原則として開設しない

ものとする。 

 ［略］ 

6・7 ［略］ 
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8 広域一時滞在 

  【本編・第 3章・第 15 節・第 3・8 参照】 

9 住民等に対する情報等の提供体制 

  【本編・第 3章・第 15 節・第 3・9 参照】 

8 広域避難 

  【本編・第 3章・第 15 節・第 3・8 参照】 

9 広域一時滞在 

  【本編・第 3章・第 15 節・第 3・9 参照】 

10 住民等に対する情報等の提供体制 

  【本編・第 3章・第 15 節・第 3・10 参照】 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 
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火山災害対策編 第３章 災害応急対策計画 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-3-66 

 

 

3-3-67 

第26節 行方不明者等の捜索及び遺体の処理・埋

葬計画 

第1・第2 ［略］ 

第3 実施要領 

1 行方不明者及び遺体の捜索 

（1） 捜索の手配 

○ 市町村本部長は、災害により行方不明者が発

生した場合は、正確な情報の収集に努め、次の

事項を明らかにして、地方支部警察署班長に捜

索の手配を行うとともに、手配した内容等を地

方支部総務班長を通じて、県本部長に報告す

る。 

ア 行方不明者の住所、氏名、年齢、身体的特徴、

着衣、携帯品等 

イ 上記の事項が明らかでないときは、行方不明

者が発生した地域及び行方不明者数 

○ 地方支部警察署班長は、手配の要請を受け、

又は自ら行方不明者のあることを知ったとき

は捜索を行うとともに、公安部警備課に手配す

る。 

○ 復興防災部防災危機管理監は、地方支部総務

班長からの報告に基づき、必要と認める他の市

町村及び関係機関にその旨を連絡する。 

○ 市町村本部長は、行方不明者として把握した

者が、他の市町村に住民登録を行っていること

が判明した場合には、当該登録地の市町村又は

県本部長に連絡する。 

 ［略］ 

第26節 行方不明者等の捜索及び遺体の処理・埋

葬計画 

第1・第2 ［略］ 

第3 実施要領 

1 行方不明者及び遺体の捜索 

（1） 捜索の手配 

○ 市町村本部長は、災害により行方不明者が発

生した場合は、正確な情報の収集に努め、次の

事項を明らかにして、地方支部警察署班長に捜

索の手配を行うとともに、手配した内容等を地

方支部総務班長を通じて、県本部長に報告す

る。 

ア 行方不明者の住所、氏名、年齢、身体的特徴、

着衣、携帯品等 

イ 上記の事項が明らかでないときは、行方不明

者が発生した地域及び行方不明者数 

○ 地方支部警察署班長は、手配の要請を受け、

又は自ら行方不明者のあることを知ったとき

は捜索を行うとともに、公安部警備課に手配す

る。 

○ 県本部長は、地方支部総務班長からの報告に

基づき、必要と認める他の市町村及び関係機関

にその旨を連絡する。 

○ 市町村本部長は、行方不明者として把握した

者が、他の市町村に住民登録を行っていること

が判明した場合には、当該登録地の市町村又は

県本部長に連絡する。 

 ［略］ 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 
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火山災害対策編 第５章 継続災害への対応方針 

頁 現   計   画 修   正   案 

3-5-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-5-2 

 

 

 

 

 

 

第1節 避難対策 

第1 基本方針 

1 県及び市町村は、気象庁等からの火山噴火の

長期化や土石流発生のおそれなど火山現象に関

する情報を、迅速かつ的確に、関係機関及び住民

に伝達するための体制を整備する。 

2 市町村は、火山活動が長期化した場合には、

火山活動の状況を考慮しつつ、状況に応じた避難

勧告、警戒区域の設定等、警戒避難体制の整備に

努め、かつ、警戒区域の変更、状況の変化に応じ

た対策を行う。 

3 市町村は、避難生活が長期化した場合は、必

要に応じ火山活動状況を勘案しながら、避難者の

避難勧告対象区域・警戒区域への一時入域を実施

する。 

第2 避難対策 

○ ［略］ 

○ ［略］ 

1 ［略］ 

2 避難体制 

ア・イ ［略］ 

ウ 状況に応じた避難勧告、警戒区域の設定、変

更 

エ 住民への避難勧告等の通報体制の整備 

3 ［略］ 

第3 避難勧告対象区域・警戒区域の一時入域計

画 

○ 市町村は、避難勧告対象区域又は警戒区域の

一時入域を実施する際には、火山活動の状況を十

分に考慮して実施することとし、入域者の安全対

策について万全を期すものとする。 

○ 一時入域の実施に当たって、市町村は必要に

応じ県に助言を求め、県は、学識経験者及び関係

機関等と協議し、市町村長に対し助言を行う。 

○ 市町村は、避難勧告対象区域又は警戒区域へ

の一時入域について次の点に配慮した計画をあ

らかじめ策定する。 

ア～ウ ［略］ 

○ 市町村は、関係機関と連携し、避難勧告対象

区域又は警戒区域への計画外の入域を防ぐ手段

を講じる。 

第1節 避難対策 

第1 基本方針 

1 県及び市町村は、気象庁等からの火山噴火の

長期化や土石流発生のおそれなど火山現象に関

する情報を、迅速かつ的確に、関係機関及び住民

に伝達するための体制を整備する。 

2 市町村は、火山活動が長期化した場合には、

火山活動の状況を考慮しつつ、状況に応じた避難

指示、警戒区域の設定等、警戒避難体制の整備に

努め、かつ、警戒区域の変更、状況の変化に応じ

た対策を行う。 

3 市町村は、避難生活が長期化した場合は、必

要に応じ火山活動状況を勘案しながら、避難者の

避難指示等対象区域・警戒区域への一時入域を実

施する。 

第2 避難対策 

○ ［略］ 

○ ［略］ 

1 ［略］ 

2 避難体制 

ア・イ ［略］ 

ウ 状況に応じた避難指示等、警戒区域の設定、

変更 

エ 住民への避難指示等の通報体制の整備 

3 ［略］ 

第3 避難指示等対象区域・警戒区域の一時入域

計画 

○ 市町村は、避難指示等対象区域又は警戒区域

の一時入域を実施する際には、火山活動の状況を

十分に考慮して実施することとし、入域者の安全

対策について万全を期すものとする。 

○ 一時入域の実施に当たって、市町村は必要に

応じ県に助言を求め、県は、学識経験者及び関係

機関等と協議し、市町村長に対し助言を行う。 

○ 市町村は、避難指示等対象区域又は警戒区域

への一時入域について次の点に配慮した計画を

あらかじめ策定する。 

ア～ウ ［略］ 

○ 市町村は、関係機関と連携し、避難指示等対

象区域又は警戒区域への計画外の入域を防ぐ手

段を講じる。 

修正 

理由 

○ 法令等の改正に伴う修正 

 


